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東日本大震災被災地域の高齢者における住居形態と住環境リスクに

関する観察研究the RIAS Study
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目的 ｢住まい」は人が最も長く曝露を受ける場である。厚生労働省は地域包括ケアシステムの取

り組みの中で，土台としての高齢者のプライバシ―と尊厳が十分に守られた住環境，すなわち

騒音やカビ等の「住まい（以下「物理環境」）」，住居状況や社会的支援等の関わりの「住まい

方（以下「社会環境」）」の重要性を基本的要素として掲げている。本研究は，災害公営住宅へ

の移転も進んだ2018年度の被災高齢者を対象に，現在の住居形態と「物理環境」「社会環境」

の関連を明らかにすることを目的とした。

方法 2011年度に岩手県沿岸部で実施した大規模コホート研究（RIAS Study）に参加した65歳以

上のうち，2018年度調査票の回答者3,856人を対象とした。現在の住居形態に関する設問から

住居形態は以下の分類とした“震災前と同じ（同所再建含）”，“仮設・みなし仮設”，“災害公

営住宅”，“新所新築”，“その他”。「物理環境」については，国土交通省が行うスマートウェル

ネス住宅等推進調査事業における住宅健康チェックリストを用い，「社会環境」については，

RIAS 調査票より，独居，ソーシャルネットワーク，ソーシャルキャピタルについて評価し

た。“震災前と同じ（同所再建含）”と比較した他の住居形態と，「物理環境」「社会環境」の各

項目の関連を，多変量ロジスティック回帰分析，重回帰分析より検討した。

結果 最終的な解析対象は3,856人（男性39.1，平均年齢74.6歳）であった。住居形態と「物理環

境」の関連では，震災前と同じ群と比較し，新所新築，災害公営住宅，その他の群で住まいの

健康度が高く，仮設・みなし仮設群の健康度が低かった。一方，「社会環境」との関連では，

震災前と同じ群と比較し，災害公営住宅群で独居者が有意に多く，災害公営住宅，新所新築群

でソーシャルキャピタルが有意に低かった。また，ソーシャルネットワークでは，震災前と同

じ群と比較し，災害公営住宅群で有意に低く，サポートの内訳では，災害公営住宅群では家族

からのサポート，新所新築群では友人からのサポートが有意に低かった。

結論 高齢者においては，特に既存コミュニティの有無にかかわらず新たな土地でソ―シャルキャ

ピタルやソーシャルネットワークを築くことが難しいことが示された。地域に出るきっかけづ

くりを含む，長期的な高齢者支援のあり方について早急な取り組みが求められる。
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 緒 言

厚生労働省は，急速な高齢化を受け，高齢者がで

きる限り住み慣れた地域で自立して生活を送れるよ

う地域包括ケアシステムの取り組みを推進してい

る1)。中でも土台として，高齢者のプライバシーと

尊厳が十分に守られた住環境，すなわち「住まい」，

「住まい方」の重要性を基本的要素として掲げてい

る。「住まい」は人間が最も長く曝露を受ける場で
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図 対象者フローチャート
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あり，騒音やカビ等の「住まい（以下「物理環境」）」

は居住者の健康のみならず住居状況や社会的支援等

の関わりについての「住まい方（以下「社会環境」）」

に影響を与える2)。

2011年 3 月11日に発生した東日本大震災は東北地

方の太平洋沿岸部に甚大な被害をもたらした3)。被

災者の多くは土地・財産を失い，慣れない地域への

「物理環境」移転を余儀なくされただけでなく，既

存の地域コミュニティや社会資源等「社会環境」か

らの断絶を強いられた4)。震災から10年，この間，

被災者は終の住処となる「物理環境」居住まで避難

所から始まり，仮設・みなし仮設，災害公営住宅，

新所新築・同所再建，家族友人親戚宅，その他被災

地以外への居住と複数回の移転を経験している。と

くに高齢者においては，心身の衰えに加え，経済的

な負担から，「物理環境」の選択肢が限られた可能

性がある5)。

これまで「物理環境」の健康については，世界保

健機関（World Helath OrganizationWHO）や米

国疾病予防管理センター（Centers for Disease Con-

trol and Prevention）のヘルシーハウジングのガイ

ドラインも示されるように6,7)，環境衛生としての

健康的な「物理環境」のあり方を検討した報告が多

く，近年日本においても屋外の騒音と不眠との関

連8,9)や室内の温度が血圧や夜間頻尿などの過活動

膀胱に及ぼす影響10,11)など日本家屋独自のエビデン

スが蓄積してきている。他方，入居者の視点から見

た「社会環境」については，被災地域での検討も含

め虚弱や認知症，脳卒中，死亡リスクなど身体的，

精神的な健康指標と関連してくるエビデンスが蓄積

してきている5,12～15)。しかし，これまでのところ，

被災地の住居形態については，仮設住宅や災害公営

住宅とそれ以外といった 2～3 分類の住居形態と健

康アウトカムの関連を検討した報告のみに限られ，

前述したような被災後の様々な住居形態と「物理環

境」や「社会環境」の関連に焦点を当て，検討した

研究は報告されていない。

本研究は，災害公営住宅への移転もある程度進ん

だ2018年度の被災地域住民追跡研究の高齢者を対象

に，現在の住居形態と「物理環境」「社会環境」の

関連を明らかにすることを目的とした。

 研 究 方 法

. 研究対象者

図 1 に対象者選定の流れを示す。本研究は，岩手

県にて18歳以上の被災住民約 1 万人を対象に東日本
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大震災直後より毎年継続的に実施している「岩手県

における東日本大震災被災者の支援を目的とした大

規模コホート研究（Research project for prospective

Investigation of health problems Among Survivors of

the Great East Japan Earthquake and Tsunami Dis-

asterRIAS Study）」のうち，2018年度のデータを

使用して行う。RIAS Study の詳細については，こ

れまでに報告されている5,16～18)。RIAS Study の大

きな特色として，発災のわずか 6 か月後に，本来の

自治体健康診断の該当者だけでなく，被災地域の希

望者全員に，健康診断の門戸を開いた点がある。通

常の健診項目の他，現在の居住地区，健康状態や生

活習慣を尋ねる質問票を使用した。まず2011年度に

岩手県で震災の被害が最も大きかった大槌町，陸前

高田市，山田町の18歳以上の全住民42,286人に案内

を郵送した。その際，対象者にはアンケートを配

布，健診会場に持参するように依頼した。2011年 9

月から2012年 2 月にかけて健診会場に来場した

10,560人に対し研究の説明を実施，10,203人から文

書による同意を得た（参加率94.2）。アンケート

への回答が不十分な場合は，研修を受けた調査担当

者が回答内容の確認を行った。

本研究ではベースライン時に RIAS 研究への参加

と公表について書面によるインフォームド・コンセ

ントを提供した65歳以上の高齢者4,880人のうち，

2018年度，RIAS 研究への参加，回答を行った65歳

以上の高齢者3,905人を調査対象者とした。調査項

目に欠測のある者（49人）を除外，最終的に男女

3,856人（男性39.1，平均年齢74.6歳）が解析対象

者となった。

. 調査項目

1) 住居形態

住居形態は，調査票の設問「現在のお住まいにつ

いて，主に居住している場所はどちらですか」への

回答“震災前から同じ”，“プレハブ型仮設住宅”，

“みなし仮設（借り上げ民間賃貸）”，“災害公営住

宅”，“借り上げ制度によらない賃貸住宅（以下，賃

貸）”，“震災により損壊した場所に家屋を再建（以

下，同所再建）”，“新たな場所に家屋を新築（以下，

新所新築）”，“家族・友人・親戚宅”，“その他”か

ら，“震災前と同じ（同所再建含む）”，“仮設・みな

し仮設”，“災害公営住宅”，“新所新築”，“その他

（賃貸，家族・友人・親戚宅，その他）”に分類した。

2) ｢物理環境」と「社会環境」

「物理環境」については，国土交通省が住民の健

康増進を目的に実施した「健康住宅プロジェクト

（2007年～2013年）」，ならびに「スマートウェルネ

ス住宅等推進調査事業（2014年～)19)」において居

住者の健康に影響を与える住宅の問題点を把握する

ために開発された“CASBEE（Comprehensive As-

sessment System for Built Environment E‹ciency建

築環境総合性能評価システム）住宅健康チェックリ

スト”を使用した20)。本チェックリストは，住宅に

特徴的な 8 つの部屋・場所における温熱環境，音響

環境，照明環境，衛生，安全，セキュリティの 6 つ

の健康要素について，50の質問から構成されてい

る。本研究ではそのうち，住宅要素に焦点を当てた

検討を行うためにスマートウェルネス住宅等推進事

業研究委員会が抽出，WHO が定義する健康的な住

宅の特徴6)と一致した22項目を設問した21)。それぞ

れの設問に対し，「よくある（1 点）」～「全くない

（4 点）」を解答，合計88点として，点数が上がるほ

ど“住まいの健康度が高い”と評価した。また個別

回答について，「問題なし（全くない）」と「問題あ

り（めったにない～よくある）」での評価を行った。

「社会環境」については，独居の有無，ソーシャ

ルネットワーク，ソーシャルキャピタルについて設

問した。ソーシャルネットワークは，高齢者の社会

的孤立をスクリーニングする尺度として，日本語版

での信頼性・妥当性の確認された“Lubben Social

Network Scale 短縮版（LSNS-6）”を使用した22,23)。

LSNS-6 の質問項目は情緒的・手段的サポートとし

て家族ネットワーク（家族・親戚から）に関する 3

項目，非家族ネットワーク（友人から）に関する 3

項目からなり，「少なくとも月に 1 回，会ったり話

をしたりする家族/非家族の人数」「個人的なことで

も話すことができるくらい気楽に感じられる家族/

非家族の人数」「助けを求めることができるくらい

親しく感じられる家族/非家族の人数について」，

「いない（0 点）」から「9 人以上（5 点）」の 6 件法

で回答している。本研究では，30点満点のうち，12

点未満を「低ソーシャルネットワーク」と分類した。

また，家族・非家族のそれぞれからのソーシャル

ネットワークの状況を検討するために，家族・非家

族それぞれの 3 項目の得点を加算，15点満点のうち，

6 点未満を「低ソーシャルネットワーク」と定義し

た。

ソーシャルキャピタルは，既存の指標がなかった

ことから，先行論文を収集，網羅的に検討後，個人

レベルのソーシャルキャピタルのうち，社会的結合

の自己評価として次の 4 項目について設問を行っ

た「まわりの人々はお互いに助け合っている。」

「まわりの人々は信頼できる。」「まわりの人々はお

互いにあいさつをしている。」「何か問題が生じた場

合，まわりの人々は力を合わせて解決しようとす

る。」。「全くそう思わない（1 点）」から「強くそう
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表 東日本大震災被災高齢者におけるソーシャル

キャピタル測定項目の因子構造

『社会的結合』
測定項目

因子パターン
固有値

(Eigenvalue)
Cronbach
の a 係数

因子 1

まわりの人々はお互い
に助け合っている。 0.8665

2.7560 0.8467

まわりの人々は信頼で
きる。 0.8734

まわりの人々はお互い
にあいさつをしている。 0.7233

何か問題が生じた場合，
まわりの人々は力を合
わせて解決しようとす
る。

0.8481
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思う（5 点）」の 5 件法で解答，本研究ではこれら 4

項目20点満点のうち，15点未満を「低ソーシャル

キャピタル」と分類した。なお，本スケールは既存

の指標ではないため，社会的結合として一指標とし

て成り立つか，事前に因子分析での検証を行った

（表 1）。結果，ソーシャルキャピタルの社会的結合

を表す尺度を作成するという我々のアプローチを支

持した。スケールの固有値は2.76であり，カイ

ザー・ガットマン基準（Kaiser-Guttman criterion）

を満たしていた。またこの尺度は全分散の68.9を

説明し，クロンバックの a＝0.85と良好な内的整合

性の信頼性を有した。

3) その他考慮に入れた項目

その他の要因として，性，年齢，婚姻形態，家屋

被害状況，身内の死亡/行方不明，暮らし向き，喫

煙習慣，飲酒習慣，運動習慣24) ，心理的苦

痛25～27)，睡眠薬の使用，Body Mass Index（BMI），

既往歴（脳卒中・心筋梗塞），現病（高血圧・糖尿

病・脂質異常症・慢性腎臓病28)），要介護認定につ

いて，調査票ならびに健診データより収集した。

. 倫理的配慮

本研究は岩手医科大学医学部倫理審査委員会（研

究倫理承認番号 H2369，2011年 8 月16日承認），

岩手県立大学研究倫理審査委員会（研究倫理承認番

号295，2021年 2 月 8 日承認）の承認を得て実施し

た。

. 解析方法

最初に住居形態別被災者状況についてカイ二乗検

定（カテゴリカル）および一元配置分散分析（連続

量）を用いて比較を行った。多変量ロジスティック

回帰分析，並びに重回帰分析を用いて，“震災前と

同じ（同所再建含む）”を Reference とした他の住

居形態と「物理環境」「社会環境」各項目の関連を

検討した。重回帰分析より，住居形態と「物理環境」

の住まいの健康度総得点（1 点増加ごと），ならび

に「社会環境」のソーシャルサポート，ソーシャル

ネットワークの総得点（1 点増加ごと）それぞれの

関連について重回帰係数（95信頼区間）を算出し

た。さらに，ロジスティック回帰分析より住居形態

と「物理環境」の住まいの健康度の22項目それぞれ

（問題あり vs. 問題なし），ならびに「社会環境」

（独居 vs. 同居者あり），および先に定義したソー

シャルサポート，ソーシャルキャピタル（低値 vs.

高値）のそれぞれの調整オッズ比（95信頼区間）

を求めた。

さらに，前臨床例の影響を調べるために要介護認

定を受けた高齢者を除外した感度分析を行っ

た29,30)。また，性，年齢層別による影響の違いを評

価するために，男女別，年齢層別（65～74歳，75歳

以上）にサブグループ解析を実施した。

すべての統計解析は，SAS ソフトウェア（バー

ジョン9.4; SAS Institute, Cary, NC, USA）を用い，

有意水準を両側検定 5とした。

 研 究 結 果

. 対象者属性

住居形態別対象者属性を表 2 に示す。解析対象者

3,856人のうち，男性1,508人，平均年齢74.6±6.0歳

であった。住居形態内訳では，2,531人（65.6）

が震災後も同所再建含む震災前と同じ場所に居住し

ており，そのうち，4.1が同所再建であった。特

記すべき事として，住戸形態別でみると，集合住宅

は9.5で，今回の震災で建設されたプレハブ仮

設，みなし仮設，災害公営住宅であった。それ以外

は戸建て（90.5）建築であった。震災前と同じ群，

新所新築群で結婚している者が多く，災害公営住宅

群では離婚，死別者が多い結果であった。また，暮

らし向きでは，災害公営住宅群が「悪い」と回答し

た者が最も多く，次いで仮設・みなし仮設群，その

他の群で多かった。また，他の住居形態と比べ，災

害公営住宅群で，運動習慣がない，睡眠薬使用，要

介護認定者が多かった。

表 3 に，全国の戸建て住宅入居者を対象にそれぞ

れの項目別の回答分布を示す。先行研究21)と比較し

て，建築後年数を経過している震災前と同じ群では

同様の回答傾向がうかがえたものの，新築となる災

害公営住宅，新所新築群では，温熱環境，音響環

境，照明環境，衛生，安全，セキュリティ面のいず

れの項目においても物理環境要素の向上が認められ

た。

. 住居形態と「物理環境」「社会環境」の関連

住居形態と「物理環境」「社会環境」の関連を重

回帰分析で行った結果について表 4 に示す。「物理
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表 住居形態別対象者属性

全数

住 居 形 態

P 値震災前と同じ
(同所再建含む)

仮設，
みなし仮設

災害公営
住宅

新所新築 その他

参加者数，人 3,856 2,531 146 234 844 101

男性， 39.2 48.6 29.5 39.6 40.6 0.0050
年齢，歳 74.6±6.0 74.6±5.9 73.3±6.0 75.7±6.5 74.6±6.0 74.2±5.9 0.0025
住戸形態， ＜.0001

一戸建て 90.5 99.1 17.1 9.4 99.8 92.1

集合住宅 9.5 0.9 82.9 90.6 0.2 7.9

居住地区 ＜.0001
大槌町 30.4 31.7 34.3 23.9 25.7 47.5

山田町 19.0 18.1 28.8 23.1 18.8 17.8

陸前高田市 50.6 50.2 37.0 55.0 55.5 34.6

婚姻形態， ＜.0001
未婚 3.0 2.8 6.2 7.3 2.1 3.0

結婚 70.8 73.7 64.4 43.6 71.0 67.3

離婚 2.8 2.3 3.4 10.7 1.8 4.0

死別 23.4 21.2 26.0 38.5 25.1 25.7

家屋被害 有， 27.4 3.2 85.6 75.6 71.8 67.3 ＜.0001
身内の死亡/行方不明 有， 53.8 51.4 65.8 56.4 58.1 55.5 ＜.0001
暮らし向き 不良， 27.5 25.7 31.5 41.9 27.6 33.7 ＜.0001
現在喫煙， 6.3 6.1 4.8 9.0 6.4 4.0 0.3431
現在飲酒， 15.4 15.5 18.5 11.5 15.5 14.9 0.4336
運動習慣 23 METs 時間/週， 18.9 16.4 28.1 29.9 21.2 21.8 ＜.0001
心理的苦痛， 5.9 5.5 3.4 8.1 6.8 7.9 0.1789
睡眠薬の使用， 16.2 14.1 13.7 27.4 19.1 20.8 ＜.0001
Body mass index kg/m2， 0.0548

18.524.9 62.9 62.6 63.0 59.4 62.9 76.2

＜18.5 3.3 3.5 0.0 4.3 3.4 1.0

25.0 33.8 33.9 37.0 36.3 33.7 22.8

脳卒中既往， 5.4 5.2 8.2 5.1 5.5 5.9 0.6227
心筋梗塞既往， 1.5 1.3 2.1 3.0 1.5 2.0 0.3662
高血圧， 60.8 60.5 59.6 64.5 61.3 56.4 0.6601
糖尿病， 14.0 13.0 14.4 15.8 16.7 11.9 0.0882
脂質異常症， 40.2 39.7 38.4 40.6 41.7 40.6 0.8649
慢性腎臓病， 34.0 33.7 37.0 34.6 34.2 31.7 0.9129
要介護認定， 3.2 3.0 2.1 6.4 2.8 5.9 0.0240
住まいの健康度 総得点 67.6±12.7 65.5±12.6 62.1±14.3 71.0±12.2 74.0±10.6 67.5±11.1 ＜.0001
独居， 12.0 9.8 17.1 40.6 9.7 13.9 ＜.0001
ソーシャルネットワーク 総得点 16.2±5.8 16.4±5.7 15.2±6.0 14.8±6.3 16.1±5.8 15.6±5.3 ＜.0001
低ソーシャルネットワーク， 20.1 18.7 26.0 30.3 20.4 19.8 ＜.0001

家族から 11.6 10.2 16.4 23.5 11.7 11.9 ＜.0001
友人から 27.4 25.6 33.6 33.3 30.5 23.8 0.0032

ソーシャルキャピタル 総得点 16.0±2.5 16.1±2.5 15.8±2.4 15.4±2.4 15.8±2.4 15.9±2.3 ＜.0001
低ソーシャルキャピタル， 22.5 20.3 26.0 33.3 25.2 25.7 ＜.0001

居住形態別対象者属性についてカテゴリカルには x2 検定，連続量には一元配置分散分析を行った
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表 住居形態別物理環境の個別調査項目回答割合（)

環境/項目 具体的な設問

住 居 形 態

先行研究震災前
と同じ

(n＝2,531)

仮設，
みなし仮設
(n＝146)

災害公営
住宅

(n＝234)

新所新築
(n＝844)

その他
(n＝101)

あり なし あり なし あり なし あり なし あり なし あり なし

お住まいでの生活の中で，次のように感じることはありますか。

温熱環境

1 夏の暑さ
居間・リビングで，夏，冷房

が効かずに暑いと感じること
54.0 46.0 42.0 58.0 27.3 72.7 19.3 80.7 47.6 52.4 48.0 52.0

2 冬の寒さ

a 居間・リビング
居間・リビングで，冬，暖房

が効かずに寒いと感じること
48.8 51.2 43.1 56.9 26.9 73.1 16.8 83.2 46.6 53.4

66.0 34.0

b 寝室
寝室で，冬，寒くて眠れない

こと
21.7 78.3 29.5 70.5 9.4 90.6 7.0 93.0 15.9 84.1

c 脱衣所
脱衣所で，冬，寒いと感じる

こと
57.0 43.0 59.0 41.0 47.9 51.1 30.7 69.3 56.5 44.5

d 浴室 浴室で，冬，寒いと感じること 42.4 57.6 53.4 46.6 35.5 64.5 20.1 79.9 49.5 50.5

e トイレ
トイレで，冬，寒いと感じる

こと
35.4 54.6 50.0 50.0 20.6 79.4 15.2 84.8 32.7 67.3

3 寝室起きたときに乾

燥あり

寝室で，冬，起きたときに鼻

やのどが乾燥していること
38.0 62.0 46.5 53.5 39.7 60.3 29.6 70.4 32.6 67.4 57.1 42.9

音響環境

4 居間・リビング音・

振動あり

居間・リビングで，窓・ドア

を閉めても，室内や外の音・

振動が気になること
29.8 70.2 39.1 60.9 28.7 71.8 15.2 84.8 32.6 67.4

21.6 78.4

寝室音・振動で眠れ

ない

寝室で，窓・ドアを閉めて

も，室内や外の音・振動が気

になって眠れないこと
14.4 85.6 27.4 72.6 13.2 86.8 6.2 93.8 15.9 84.1

照明環境

5 居間・リビング夜，

暗い

居間・リビングで，夜，照明

が足りずに暗いと感じること
8.7 91.3 19.2 80.8 6.0 94.0 3.1 96.9 10.9 89.1

12.2 87.8
廊下照明をつけても

暗い

廊下で，移動するときに照明

をつけても暗いと感じること
10.0 90.0 15.8 84.2 6.4 93.6 2.8 97.2 8.9 91.1

衛生

6 浴室・脱衣所嫌なニ

オイ

浴室・脱衣所で，嫌なニオイ

を感じること
16.0 84.0 26.8 73.2 12.0 88.0 5.4 94.6 17.8 82.2

23.9 76.1
トイレ嫌なニオイ

トイレで，嫌なニオイがこも

ると感じること
29.2 70.8 26.7 73.3 14.6 85.4 9.3 90.7 21.8 78.2

収納カビや化学物質

のニオイ

収納で，カビや化学物質のニ

オイを感じること
31.5 68.5 44.5 55.5 15.9 84.1 8.1 91.9 23.8 76.2

調理台周辺カビ発生 調理台の周辺の，カビの発生 29.7 70.3 50.0 50.0 14.1 85.9 9.8 90.2 24.8 75.2

7 家の中虫発生 家の中で，虫が発生すること 26.5 63.5 50.0 50.0 16.3 83.7 13.4 86.6 32.6 67.4 36.0 64.0

安全

8 玄関段差で転ぶ危険
玄関で，段差で転ぶ危険を感

じること
26.0 74.0 31.5 68.5 14.6 85.4 14.6 85.4 18.8 81.2

11.7 88.3

キッチン狭さや高さ

による無理な姿勢

キッチンで，狭さや高さなど

のため無理な姿勢をとること
15.5 84.5 45.9 54.1 21.4 78.6 8.8 91.2 16.9 83.1

玄関靴をはくときに

バランスを崩す

玄関で，靴をはくときにバラ

ンスを崩すこと
33.6 66.4 32.9 67.1 25.2 74.8 24.9 75.1 29.7 70.3

家のまわりすべる，

つまずく

家のまわりで，すべる，また

はつまずくこと
36.0 64.0 32.9 67.1 24.0 76.0 18.0 82.0 26.7 73.3

セキュリティ

9 家のまわり防犯に不

安

家のまわりで，防犯に不安を

感じること
24.4 75.6 34.9 65.1 11.5 88.5 14.7 85.3 13.9 86.1 20.2 79.8

10 家の中外からの視線

が気になる

家の中で，外からの視線が気

になること
13.8 86.2 24.7 75.3 13.7 86.3 11.3 88.8 14.9 85.1 24.9 75.1

国土交通省が行うスマートウェルネス住宅等推進調査事業19)における対象者における回答割合21)（n＝2,533）ただし項目別に欠

測を除いた人数での結果のみ公表されているため，人数は2,4922,529人の回答割合を示している。対象者は戸建住宅の居住者

で，住宅改修の意思があ，改修会社に相談している者であり，2015年11月から2016年 3 月にかけて，全国47都道府県の主要な改修

工事会社を通じてスマートウェルネス住宅等推進調査への参加を表明した3,289人のうち，ベースライン調査に回答した者であ

る。それぞれの回答をよくある，たまにあるを「あり」，めったにない，全くないを「なし」として分類した。
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環境」との関連では震災前と同じ群と比較し，その

他では重回帰係数（95信頼区間）2.56（0.23，

4.90），災害公営住宅では6.74（5.13，8.35），新所

新築では8.93（8.01，9.85）と有意に住まいの健康

度が上昇していった一方，仮設・みなし仮設群では

－3.05（－5.02，－1.08）と住まいの健康度が有意

に低かった。「社会環境」との関連では災害公営住

宅群においてソーシャルネットワーク，ソーシャル

キャピタルが，新所新築群においてソーシャルキャ

ピタルが有意に低かった。

同様に住居形態と「物理環境」の22項目および

「社会環境」の関連をロジスティック回帰分析で行っ

た結果を表 5 に示す。震災前と同じ群と比較し，仮

設・みなし仮設群では有意にリスクが高く，それ以

外の群では「物理環境」の問題については有意なリ

スクの低下が認められた。有意となった項目数でみ

ると，仮設・みなし仮設のみ22項目中12項目が問題

ありとして該当，それ以外の住居形態においては問

題なしと報告した項目数がその他で 5 項目，災害公

営住宅で16項目，新所新築で22項目の順に増加して

いた。仮設・みなし仮設群ではとくに照明，衛生，

セキュリティ面で住まいの健康度に問題ありのリス

クが高かった。他方，「社会環境」については，震

災前と同じ群と比較し，災害公営住宅群で独居者が

有意に高く，災害公営住宅，新所新築群でソーシャ

ルキャピタルが有意に低い結果であった。また，

ソーシャルネットワークでは，震災前と同じ群と比

較し，災害公営住宅群で有意に低く，サポートの内

訳でみると，災害公営住宅群では家族からの低い

ソーシャルネットワークが，新所新築群では友人か

らの低いソーシャルネットワークがそれぞれ有意に

関連していた。

この結果は，要介護認定の対象者を除外した解析

（3,731人）においても同様の結果の方向性が認めら

れた。

. 性別，年齢層別住居形態と「物理環境」「社

会環境」の関連

解析の結果，性別では「物理環境」については，

男女とも同様の傾向を示した。「社会環境」につい

ては，災害公営住宅において男性では独居と低ソー

シャルネットワークが（オッズ比（95信頼区間）

独居3.96（1.4510.86），低ソーシャルネットワーク

2.06（1.203.56）），女性では独居と低ソーシャル

キャピタルが（独居3.73（2.395.82），低ソーシャ

ルキャピタル1.64（1.132.37））が有意に高率であっ

た。また，女性でのみ新所新築で友人からの低ソー

シャルネットワークと低ソーシャルキャピタルが認

められた（友人からの低ソーシャルネットワーク
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1.28（1.021.61），低ソーシャルキャピタル1.40

（1.101.78））。年齢層別では75歳以上の高齢者で災

害公営住宅の独居者が多く（7.76（4.4213.62）），

低ソーシャルキャピタルであった一方（2.28（1.52

3.41）），75歳未満では新所新築群で友人からの低

ソーシャルネットワークにおいて有意な関連が認め

られた（1.32（1.041.68））。

 考 察

住居形態と「物理環境」と「社会環境」のリスク

の関連が明らかになった。「物理環境」においては

災害公営住宅，新所新築においては軒並み良好な住

環境にあることが確認された一方，「社会環境」に

おいては別所移転を迫られた災害公営住宅，新所新

築群において低いソーシャルネットワークならびに

低いソーシャルキャピタルが示された。また，災害

公営住宅では他の住居形態と比較し，独居高齢者が

多いことが明らかとなった。

岩手県における仮設・みなし仮設は2021年 3 月31

日をもって供与が終了31)，被災者は新たな土地，新

たな住処に移動し落ち着きをみせ始めている。本研

究から災害公営住宅群と新所新築群で「物理環境」，

「社会環境」の比較を行うと，「物理環境」について

は，ともに健康度が高かったものの，その得点は同

所再建を含む震災前から同じ群65.5±12.6点と比較

しても，両者で高く，災害公営住宅71.0±12.2点，

新所新築74.0±10.6点と新所新築群で高かった。ま

た，表 1 に示すとおり，全国の戸建て住宅入居者を

対象にそれぞれの項目別の回答分布を示した先行研

究21)と比較しても，建築後年数を経過している震災

前と同じ群では同様の回答傾向がうかがえたもの

の，ともに新築となる災害公営住宅，新所新築群で

は，温熱環境，音響環境，照明環境，衛生，安全，

セキュリティ面のいずれの項目においても物理環境

要素の向上が認められた。他方，自由に自分の「物

理環境」となる土地，内部環境を設計できる新所新

築群と比し災害公営住宅群では裁量権がないことか

ら32,33)，そのことが新所新築よりも災害公営住宅に

おいて「物理環境」得点が低くなった要因と考えら

れる。本研究から災害公営住宅入所高齢者は暮らし

向きが有意に悪かったことからも，根底には経済力

からくる選択肢が限られたこと，自由度の差が，こ

の健康度にも影響を与えたと考えられる。

他方，「社会環境」については，災害公営住宅群

で独居者が有意に高く，災害公営住宅，新所新築群

ともにソーシャルキャピタルが低かった。また，災

害公営住宅群ではソーシャルネットワークが低く，

とくに家族からのソーシャルネットワークが低かっ

た一方，新所新築群では友人からのソーシャルネッ

トワークが低かった。仮設・みなし仮設の居住者は

その後災害公営住宅および新所新築に移動すること

からも，本結果は先行研究にある被災後 2 年目の

ソーシャルネットワーク指標を用い，仮設・みなし

仮設住宅入所者での孤立が高くなるという報告と方

向性は一致しており26)，新たな土地への居住は孤立

リスクが高まると考えられる。震災や津波などの自

然災害は被災者が自分の意志に関係なく代々継承し

てきた土地・家を失い，地域コミュニティ，社会資

源からの断絶を余儀なくされるきわめて特殊な環境

下といえる。なかでも甚大な被害を受けた被災者は

避難所から始まり，仮設・みなし仮設，その後災害

公営住宅，新所新築，同所再建，家族・友人親戚

宅，被災地以外への転居など複数回の「物理環境」

移転を経験している。サンプルサイズは少ないもの

の，賃貸，家族・友人・親戚宅のその他住居入所者

では「社会環境」におけるリスクは認められなかっ

たことから，震災前より知っている「誰か」の存在

が，その後のソーシャルネットワーク，ソーシャル

キャピタルの形成に強く関わってくると考えられ

る。このことは，先行研究から，グループで同じ場

所に移転した集団の方が個人で別の場所にそれぞれ

移転した集団よりソーシャルキャピタルが良好で

あったという結果からも裏付けられる34)。とくに高

齢者では既存のコミュニティの有無にかかわらず，

入所高齢者が一人で新たな土地においてソ―シャル

キャピタルやソーシャルネットワークを築くことが

難しくなった可能性がある。同時に行った聞き取り

調査から，災害公営住宅に入所する高齢者の多くが

現在の住処を「終の住処」として生活している（未

発表データ）。先行研究から高齢者の社会参加や歩

行がその後の機能低下・認知症予防，健康寿命の延

伸に効果的であることが報告されている35～38)。地

域に出るきっかけづくりを含む，長期的な被災高齢

者支援のあり方について被災地独自の住居環境の変

化の特性に応じた自治体の介入や取り組み，さらな

る検証が求められる。

本研究では仮設・みなし仮設において「物理環境」

のリスクが認められた。とくに，温熱環境，音響環

境，衛生の問題は深刻であり，防犯上の不安も高率

であった。仮設・みなし仮設は災害救助法に基づく

応急仮設住宅であり39)，建設したものを「建設型応

急住宅」，民間賃貸住宅を借上げたものを「賃貸型

応急住宅」と分類するものの，あくまで発災後，避

難所生活から自宅再建を図るまで，あるいは災害公

営住宅などの恒久住宅に移るまでの避難所，仮住ま

いとして捉えられている。しかしながら，その期間
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は災害により異なり，東日本大震災では岩手県，宮

城県については仮設・みなし仮設の供与終了まで10

年がかかった一方31,40)，福島県については一部地域

住民に付きさらなる供与期間延長が決定してい

る41)。土地の剥奪はなかった阪神・淡路大震災にお

いてもすべての仮設住宅が解消されたのは震災から

5 年後であり，東日本大震災では津波被害，原発被

害によりその後の土地使用，建設不可，高所建築へ

とより多くの時間を要している。近年のエビデンス

が示すとおり8～11)，寒さをはじめとする室内環境は

その後の健康リスクと関連することからも，最後の

一人が仮設を去るときまで健康に資する住宅の提

供，長期的な支援を続けていく必要性が示唆される。

本研究には結果解釈においていくつかの留意すべ

き点があげられる。まず今回の解析対象者は自力で

健診会場に来場可能な健康意識や日常生活機能が高

い高齢者に限られ，結果が過小評価された可能性が

考えられる。このことは我々が報告した先の研究か

らも健診未受診者では心理的苦痛のリスクが高まる

ことが示されており42)，健診に参加できなかった生

活機能低下者や不健康者においてはさらにリスクが

高まっている可能性がある。2 点目，本研究では，

対象者の社会活動，周辺環境についての情報は把握

されておらず，周辺環境や本人の社会活動の影響に

ついては評価できなかった。また，先行研究から転

居せざるを得なくなった理由や災害後の住居選択の

可能性に影響を与える要因（所得や社会関係など）

がソーシャルネットワークに影響を与えることが指

摘されている。ソーシャルネットワークを築くこと

が難しくなった要因について，さらなる多方面から

の検討が望まれる。最後に，本研究の「物理環境」

で用いた調査票は主として寒暖差をはじめ，音響，

照明，衛生といった環境が中心の設問構成となって

おり，高齢者の身体機能低下をサポートする段差や

手すりの設置といったバリアフリー的要素について

は安全面として数問設問されるのみで詳細な検討は

なされてない。災害公営住宅は高齢者だけを対象と

した高齢者公営住宅とは異なり，公営住宅法に規定

される公営住宅設備基準に則って建築されている住

居である32,33)。物理環境としての基準は満たしてい

ても，物理環境のバリアフリー的要素が高齢者の健

康や社会的つながりに及ぼす影響，すなわち身体機

能をサポートするのに役立つ物理環境が高齢者の将

来にわたる心身の健康に積極的に関連してくるかに

ついては今後詳細に検討されるべき課題であると考

えられる。

本研究では被災後の住居形態別での検討を行っ

た。他方，住戸形態別でみると，今回の震災で新た

に建設された住宅が集合住宅であり，それ以外の既

存および被災者自らが建設した住居形態はほぼすべ

てが戸建て建築であった。岩手県被災沿岸地域はも

ともとが戸建て建築が中心であり周りのコミュニ

ティを形成してきた地区である43,44)。同じ集合住宅

でも高層のマンションタイプなのか長屋なのかに

よってもその後の「社会環境」は大きく異なってき

ていると考えられる。被災による戸建てから異なる

タイプへの集合住宅への変化が被災者の「社会環境」

にどのような影響を及ぼすかについても今後の検討

課題だろう。

本研究は，被災高齢者の住居形態に着目し，「物

理環境」と「社会環境」の実態を明らかにした初め

ての報告である。大規模災害で移転を余儀なくされ

た高齢者において住居の変化が「社会環境」に与え

る影響を示した本研究は，急速な人口減少，高齢化

を迎える日本において，一石を投じると考えられる。

 結 語

住居形態別の「物理環境」と「社会環境」のリス

クが明らかになった。高齢者においては，とくに震

災前からの既存コミュニティの有無にかかわらず新

たな土地でソーシャルキャピタルやソーシャルネッ

トワークを築くことが難しい可能性が示唆された。

地域に出るきっかけづくりを含む，長期的な被災高

齢者支援のあり方について被災地独自の住居環境の

変化の特性に応じた自治体の介入や取り組み，さら

なる検証が求められる。
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The RIAS Study
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Objective Over the course of their lives, people spend most of their time in the home environment. The

Community-based Integrated Care System 2018 by the Ministry of Health, Labour and Welfare in

Japan declared the importance of `̀ housing'' and `̀ living arrangements'' as essential elements to en-

able older adults to live independently and to protect their privacy and dignity in their communities.

The present study aims to clarify the relationship between current housing type and `̀ housing'' and

`̀ living arrangements'' among older survivors of the Great East Japan Earthquake (GEJE).

Methods We used data obtained from 3,856 participants, aged 65 years or older, in the Research project for

prospective Investigation of health problems Among Survivors of the GEJE (RIAS). Housing types

were categorized as follows: `̀ same housing,'' `̀ temporary housing,'' `̀ disaster public housing,''

`̀ new housing'' (in a diŠerent area), and `̀ others.'' Healthy housing scores were calculated using a

housing health checklist from the Nationwide Smart Wellness Housing Survey in Japan. `̀ Living ar-

rangements'' were assessed based on residential status, social network, and social capital. To deter-

mine the risks associated with each `̀ housing'' and `̀ living arrangement'' category, we used mul-

tivariate logistic and linear regression models.

Results The number of participants in each housing type was as follows: 2,531 in `̀ same housing,'' 146 in

`̀ temporary housing,'' 234 in `̀ disaster public housing,'' 844 in `̀ new housing,'' and 101 in

`̀ others.'' Compared with those living in `̀ same housing,'' those living in `̀ disaster public housing,''

`̀ new housing,'' and `̀ others'' had a signiˆcantly higher healthy housing score, whereas those living

in `̀ temporary housing'' had a lower score. However, with regards to `̀ living arrangements,'' the

number of residents who were living alone was signiˆcantly higher among those in `̀ disaster public

housing,'' and those living in `̀ disaster public housing'' as well as `̀ new housing'' had low social

capital compared with those living in `̀ same housing.'' The likelihood of having a poor social net-

work was substantially higher for those living in `̀ disaster public housing.'' Sub-scale analyses indi-

cated that `̀ disaster public housing'' was associated with less family support, whereas `̀ new hous-

ing'' was associated with less support from friends.

Conclusion The present results indicate that older survivors―regardless of whether they live in the existing

community―ˆnd it challenging to establish new social capital and social networks in a new location

without the presence of `̀ someone'' they knew before the disaster.
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